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第１　抗告の趣旨の変更　　　

抗告の趣旨の２以下を次のとおり変更する。

２　相手方は，刈り取った本件ＧＭイネ、収穫したもみおよび圃場に残された株につき，発生したディフェンシン耐性菌もしくはその発生を予防するため，本決定受領後２日以内に，火炎滅菌、乾熱滅菌（160℃で4時間、または180℃で2時間）、加圧蒸気滅菌（121℃で20分）のいずれかの方法により耐性菌の殺菌処理をせよ。

３　相手方は，本件圃場の土壌につき，発生したディフェンシン耐性菌もしくはその発生を予防するため，本決定受領後２日以内に，火炎滅菌、乾熱滅菌（160℃で4時間、または180℃で2時間）、加圧蒸気滅菌（121℃で20分）のいずれかの方法により耐性菌の殺菌処理をせよ。

４　相手方は，平成１８年４月上旬から６月下旬に予定している本件圃場へのカラシナ由来のディフェンシン遺伝子挿入イネの野外実験栽培をしてはならない。

５　相手方が，２，３につき，その期間内に耐性菌の殺菌処理をしないとき，抗告人らは新潟地方裁判所執行官に相手方の費用で耐性菌の殺菌処理をさせることができる。

第２　申立の趣旨を変更する理由

　１　相手方は，平成１７年９月３０日，上越記者クラブ等のマスコミに，本年１０月３日に本件ＧＭイネを刈り取る予定である旨を発表し，予定どおり，これを実行した。なお，刈り取り作業は，原審決定が明示した市民への情報公開要請や，第１種使用規定承認組換え栽培実験指針（疎甲１４号証の１，２）が定める情報公開規定を無視し，一般には公開されず，新聞記者のみの立会いで行われた。

　２　抗告人らは，本件ＧＭイネの花粉が周辺の一般イネと交雑する危険と，本件ＧＭイネから発現されるディフェンシンに対する耐性菌が発生し，これが本件圃場外に流出する可能性を指摘して，未だ科学的に不可知で，しかも不可逆的損害が発生するおそれの高い「遺伝子交雑」及び「耐性菌」被害を未然に防ぐには，近時におけるリスク論の趨勢となっている予防原則が取られるべきことを説明し，本件仮処分申立の合理性，必要性，緊急性を述べてきた。

　３　ところが，本件手続きの審理は，相手方の怠慢ともいうべき応訴姿勢により長期化し，裁判所の最終結論が出る以前に，本件ＧＭイネの実験計画にしたがった刈り取りという事態に至った。しかも，地元の生産者の言によれば，刈り取られたイネはいまだ青く，本来の刈り取り時期からすれば１０日以上も早い時期の刈り取りだったとのことである。この緩慢な応訴と迅速な刈り取りというコントラストが，健全な市民感情を無視した相手方の開発優先思想を如実に示している。

しかし，本件ＧＭイネを刈り取ったとしても，既に発生したディフェンシン耐性菌は引き続き刈り取った本件ＧＭイネ、そのもみ、圃場に残った株または圃場の土壌中のいずれかに存在している可能性があり、発生した耐性菌が自然条件下で死滅することを期待するわけにもいかない。そこで、抗告人からの権利を保全するには，既に発生している可能性のあるディフェンシン耐性菌を除去する必要がある。

４　また，相手方の栽培実験計画書（疎甲８号証）によれば，相手方は，平成１８年４月下旬から６月上旬には，刈り取った本件ＧＭイネから選抜，発芽したＧＭイネを，今回と同様に相手方圃場に試験栽培するとしており，これが予定どおり実行されれば，現時点において抗告人らが晒されている以上のＧＭイネ花粉の周辺イネとの交雑，ディフェンシン耐性菌の発現とその流出の危険を生じさせるから，抗告人らの権利を保全するには，相手方が平成１８年度に予定しているＧＭイネの試験栽培を事前に禁止しておく必要があり，残された時間のなかでこれを事前に禁止するには，本件仮処分手続きによるしかない。

第３　申立の趣旨変更の正当性

１　仮処分審理においても，民事訴訟法１４７条の規定が類推されるとするのが一般であるところ，今回の申立の趣旨の変更は，被保全権利（安全なコメ－安全性の承認されていないＧＭイネと交雑していないコメ－を食する権利，多様な生物が共存するなかで生活する権利，不用意な耐性菌の発生により健康をおかされることなく健康に生活する権利という人格権）には変更はなく，この権利を保全するための手段を変更するにすぎないものである。

２　ところで，民事保全法は，裁判所に，仮処分命令の目的を達するに必要な処分をなすことを認めていること（２４条）からも明らかとおり，仮処分手続きにおいては，民事訴訟法２４６条が規定するような処分権主義が適用されるものではなく，裁判所は，申立人が達成しようとする目的という中間的レベルで申立に拘束されているにすぎない（瀬木比呂志「民事保全法」前訂第２版の３５５Ｐ，４３１Ｐ等参照）。

３　抗告人は，本件ＧＭイネの刈り取りが認められれば，権利保全の目的が達成されるとの見地から申立の趣旨を構成してきたが，相手方が抗告人らの主張を理解せず，当初の実験計画に則って本件ＧＭイネの刈り取りを実施したことから，抗告人らは，その権利を保全するには，本件ＧＭイネや圃場に残された耐性菌の完全な除去と，相手方が予定している同様な栽培実験の中止を求めざるをえず，このような事情の変更に基づく保全手段の変更が，審理をことさら遅延させるような恐れもないことから，申立の趣旨を変更するに至ったものである。
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